
第16期定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2018年２月１日から2019年１月31日まで）

株式会社ＳＫＩＹＡＫＩ

第16期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類
の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び当
社定款第14条に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://skiyaki.com/pages/ir/）に掲載することにより株主の皆様に提供
しております。



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1)　連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　４社
・主要な連結子会社の名称　　　㈱ロックガレージ

㈱SKIYAKI LIVE PRODUCTION（旧㈱MSエン
タテインメント・プランニング）
㈱SKIYAKI APPS（旧㈱SKIYAKI OFFLINE）
㈱SEA Global
　 上 記 の う ち 、 ㈱ S K I Y A K I  L I V E  
PRODUCTION及び㈱SEA Globalについては、
当連結会計年度において議決権の過半数を取得し
たため、連結の範囲に含めております。
　㈱SKIYAKI APPS（旧㈱SKIYAKI OFFLINE）
については、当社が同社株式を追加取得し議決権
の過半数を取得したため、連結の範囲に含めてお
ります。
　また、㈱リアニメーションについては、2019年
１月31日付で保有する株式を全て売却したため、
連結の範囲から除いております。

(2)　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数
２社

・主要な会社等の名称　　　　　Remember㈱
㈱3DAY（旧㈱ピーリンク）
　㈱3DAYの株式取得により、当連結会計年度よ
り持分法適用の範囲に含めております。
　また、㈱SKIYAKI APPS（旧㈱SKIYAKI 
OFFLINE）については、当社が同社株式を追加
取得し連結子会社となったため、持分法の適用範
囲から除外しております。

②　持分法適用手続に関する特記事項
　持分法適用会社のうち、Remember㈱の決算日
は12月31日であり、㈱3DAYの決算日は10月31
日であります。連結計算書類の作成に当たっては、
連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った
計算書類を基礎としております。
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(3)　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、㈱ロックガレージの決算日は10月31日、㈱SKIYAKI LIVE 
PRODUCTIONの決算日は４月30日、㈱SEA Globalの決算日は３月31日でありま
す。連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行
った計算書類を基礎としております。

(4)　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産
　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定
額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ６年～15年
工具、器具及び備品 ３年～10年

ロ．無形固定資産
・自社利用のソフトウェア　　　社内における利用可能期間（３年～５年）に基

づく定額法を採用しております。
・その他の無形固定資産　　　　定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

－ 2 －



⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．繰延資産の処理方法

株式交付費…支出時に全額費用として処理しております。
ロ．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額　　　　21,539千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1)　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 10,427,000株

(2)　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の
種類 配当金の総額 １ 株 当 た り

配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2018年３月15日
取 締 役 会 普通株式 31,176千円 15.00円 2018年

１月31日
2018年

４月27日
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度になるもの

決 議 株式の
種類

配当の
原資 配当金の総額 １株当たり

配 当 額 基 準 日 効力発生日

2019年３月15日
取 締 役 会 普通株式 利益

剰余金 31,280千円 3.00円 2019年
１月31日

2019年
４月23日

(3)　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していな
いものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 303,500株
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４．金融商品に関する注記
(1)　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、経営計画に基づき、必要な資金（主に金融機関からの借入）
を調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、短期
的な運転資金を金融機関からの借入により、調達しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、主に本社ビルの賃借に伴うものであり、差入先の信用リス
クに晒されております。
　営業債務である買掛金、未払金及び預り金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支
払期日であり、一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されてお
ります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
　・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、与信管理規程に従い、Finance & Accountingグルー
プが取引相手ごとに期日及び残高を管理することで回収懸念の早期把握や軽減
を図っております。

　・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　外貨建の営業債権債務について、Finance & Accountingグループが為替相
場の動向を注視し、リスク軽減のためにヘッジ手段について検討しております。

　・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
の管理
　債権及び債務の状況に基づきFinance & Accountingグループが適時に資金
繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスク
を管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要
因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が
変動することがあります。
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(2)　金融商品の時価等に関する事項
　2019年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 現 金 及 び 預 金 1,555,257千円 1,555,257千円 －千円

② 売 掛 金 599,633 599,633 －

③ 敷 金 及 び 保 証 金 44,283 44,283 －

資 産 計 2,199,174 2,199,174 －

④ 買 掛 金 510,404 510,404 －

⑤ 未 払 金 20,436 20,436 －

⑥ 未 払 法 人 税 等 77,194 77,194 －

⑦ 預 り 金 672,927 672,927 －

⑧ 長 期 借 入 金 ( * ) 18,709 18,749 39

負 債 計 1,299,672 1,299,711 39

（*）1年内返済予定の長期借入金を含めております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法
資　産

①現金及び預金、②売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。

③敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価は、一定の期間ごとに分類し、回収可能性を反映した
将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値に
よっております。

負　債
④買掛金、⑤未払金、⑥未払法人税等、⑦預り金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。

⑧長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　非上場株式（連結貸借対照表計上額 30,319千円）については、市場価格がな
く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象と
しておりません。

５．１株当たり情報に関する注記
(1)　１株当たり純資産額 114円70銭
(2)　１株当たり当期純利益 7円69銭

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当連結会計年度に行いまし
た株式の分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定して
おります。

６．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)　資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券
・時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産
　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方
法により算定）を採用しております。

(2)　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定
額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　６年～15年
工具、器具及び備品　　３年～10年

②　無形固定資産
・自社利用のソフトウェア　　　　社内における利用可能期間（３年～５年）に基

づく定額法を採用しております。
・その他の無形固定資産　　　　　定額法を採用しております。

(3)　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

(4)　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。

(5)　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　繰延資産の処理方法

株式交付費…支出時に全額費用として処理しております。
②　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
(1)　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 2,372千円
②　短期金銭債務 148千円

(2)　有形固定資産の減価償却累計額 18,071千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 1,632千円
(原)業務委託費 541千円

営業取引以外の取引高
受取利息 162千円
管理業務受託料 2,520千円
受取家賃 4,578千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　260株

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 3,777千円
貸倒損失 4,020千円
投資有価証券評価損 8,035千円
関係会社株式評価損 9,186千円
出資金評価損 2,226千円
関係会社株式 2,388千円
減価償却超過額 8,311千円
貸倒引当金 7,428千円
繰延税金資産小計 45,375千円
評価性引当額 △29,197千円

繰延税金資産合計 16,177千円
繰延税金資産の純額 16,177千円

６．関連当事者との取引に関する注記
　該当事項はありません。
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７．１株当たり情報に関する注記
(1)　１株当たり純資産額 115円21銭
(2)　１株当たり当期純利益 7円56銭

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当事業年度に行いました株
式の分割が当事業年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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